
  

  

｢日本型カフェテリアプラン｣の軌跡をたどる 

― 導入の目的と効果 ― 
 

 

はじめに 

 カフェテリアプランは､ ｢予め企業から付与された一定のポイント数の範囲内で､ 

各従業員が福利厚生施策のメニュー (各メニュー毎に選択に必要なポイントが決

まっている) の中から自らのニーズにあったものを選択する福利厚生システム｣ と

定義することができる｡ そもそも､ アメリカにおいて医療コスト上昇と従業員ニーズ

多様化への対応を主な狙いとして生まれたシステムであり (図表－１)､ 大企業を

中心に一定の普及をみている｡ 

 
 日本でも､ 法定福利費 (社会保険料の事業主負担分など､ 法で定められている

福利厚生費) 上昇と従業員ニーズ多様化を背景として､ 厚生省の音頭による企業

厚生研究会 (91～93 年) やカフェテリアプラン研究会 (93～94 年) 等をきっかけ

に､ カフェテリアプランが注目されるようになった｡ そして､ ｢日本型カフェテリアプ

ラン｣ 第一号といわれるベネッセコーポレーションが 95 年に同プランを導入して以

来､ 多くの企業がこのプランについて検討し､ そのうちいくつかの企業が実際に導

入した｡ 

 果たして､ 日本のカフェテリアプランは､ 法定福利費上昇と従業員ニーズ多様化

の対応策として位置づけ得るのか｡ 本稿では､ 日米のカフェテリアプランを比較し
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ながら､ 今一度カフェテリアプランの目的と効果を考察することによって､ 本格的

導入事例がでて以来､ ほぼ３年となる ｢日本型カフェテリアプラン｣ の軌跡をたど

ることとしたい｡ 

カフェテリアプランと福利厚生コストの関係 

(1) カフェテリアプランは法定福利費上昇の対応策となるか｡ 

 図表－２で､ 日本企業の福利厚生費の現金給与総額に対する割合の推移をみ

ると､ 70 年に法定福利費が法定外福利費に追いつき､ 翌年に追い抜いて以来､ 

その差は拡大し続ける傾向にある｡ 95 年には､ 法定福利費の現金給与に対する

割合は 11.2％であるのに対し､ 法定外福利費の割合は 5.6％にとどまっている｡ 

 さらに､ 今後も､ 少子・高齢化の進行にともない､ 法定福利費が引き続き上昇し

ていくことが確実となっている｡ 

 
 カフェテリアプランは､ アメリカ企業の医療コスト抑制に一定の効果をあげたとい

われている｡ 日本においても､ 特に大企業が法定福利費の上昇に頭を悩ませて

おり､ これらの企業にとって､ 同プランの ｢コストの抑制効果｣ は､ 非常に魅力的

なものにうつったと考えられる｡ 

 しかし､ 日本企業にとって､ カフェテリアプランが､ 本当に法定福利費上昇への

対応策となり得るのだろうか｡ この問いに回答するには､ まず､ 日本とアメリカの

福利厚生コストの構成の相違を押さえておく必要がある｡ 
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(2) 日米の福利厚生コストの構成 

 現金給与に対する福利厚生費の割合を比較すると､ 日本が 16.8％､ アメリカが

19.3％と､ アメリカの方が若干高い｡ 日本の場合､ 福利厚生費に占める法定福利

費のウエイトが大きい (66.5％) が､ アメリカは､ 法定福利費のウエイトが小さく 

(41.2％) ､ 法定外福利費が福利厚生費の 58.8％にのぼる｡ 法定外福利費の内訳

をみると､ 日本では住宅関連のコストが過半を占める一方で､ アメリカでは法定外

福利費の 81.9％が医療保険となっている (図表－３)｡ 

 
(3) アメリカにおけるカフェテリアプランと医療コストの関係 

 アメリカの場合､ 公的医療保険がカバーしているのは人口の約４分の１に過ぎ

ず､ 従業員とその家族を対象として医療保険を提供する企業の役割は､ 医療制

度において極めて重要な位置を占めている｡ 上昇を続ける医療コストを抑制する

ために､ 80 年代に入ってからは､ 伝統的な出来高払いの医療保険だけでなく､ Ｈ

ＭＯ (Health Maintenance Organization)､ ＰＰＯ (Preferred Provider Organization) 

など､ マネージド・ケア (医療機関をネットワーク化し､ 一定の患者確保を保証する

かわりに､ 医療コストをコントロールする方式) 型の複数の医療保険が普及してき

た｡ 

 アメリカ企業は､ 医療コストの抑制を図るために､ カフェテリアプランのメニュー

に複数の医療保険を組み込み､ コスト効率の悪い伝統的な医療保険のポイントを

高く設定し､ それを選択する従業員に相応の自己負担を求め､ 逆に､ コスト効率

のよいマネージド・ケア型の医療保険のポイントを低く設定した｡ また､ このような

ポイント設定により､ よりコスト効率のよい医療保険に従業員の選択がシフトする
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という効果も生まれた｡ 

 このように､ カフェテリアプランは､ マネージド・ケア型の医療保険の普及とセット

で､ 企業の医療コスト抑制に一定の効果をもたらしたといえる｡ 

 ただ､ 筆者がヒアリングを行ったアメリカ企業の一部では､ 医療コストだけでなく､

カフェテリアプランの運営コスト等も合わせたトータルのコストを考えると､ 必ずしも

コスト抑制効果があったとはいえないという指摘もあった｡ アメリカのカフェテリア

プランのコスト効果について考える際には､ このような指摘も､ 頭の隅にとどめて

おく必要がある｡ 

(4) 日本におけるカフェテリアプランの対象 

 日本の場合､ 公的医療が全国民に適用されており､ 健康保険料は法定福利費

の範疇に入っている｡ 当然のことながら､ 日本において年々上昇し､ 今や福利厚

生費の 66.5％を占める法定福利費を､ カフェテリアプランのメニューに組み込むこ

とはできない｡ このため､ 日本企業にコスト抑制の裁量が残されているのは､ 福

利厚生費の中でウエイトの小さい法定外福利費だけであり､ カフェテリアプランの

メニューも､ 法定外の福利厚生施策の範囲に限定される可能性が高い｡ 

 さらに､ 法定外の福利厚生施策の全てが､ 必ずしも ｢選択｣ になじむものではな

い (図表－４)｡ 例えば､ 住宅関連コストの大半を占める世帯用住宅や単身者用住

宅は､ 企業の転勤政策と密接に関連している場合が多い｡ 見舞金として支給され

る慶弔金や､ 職場の団結を図るための文化・体育・レクリエーション活動も､ その

目的を考えると､ ｢選択｣ になじまない施策だといえる｡ 住宅や施設等を企業が保

有している場合などは､ ｢選択｣ によってスケールメリットが損なわれ､ かえってコ

スト効率が悪くなることも懸念される｡ 法定外の福利厚生施策から､ これらの施策

を除外すると､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ のメニューの対象は､ さらに限定され

ることになってしまう｡ 

 
のように､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ は､ 福利厚生の中で設計しようとする限 こ

それによっ

り､ メニューの範囲がかなり限定されることになる｡ 

 また､ たとえ限定的な範囲でカフェテリアプランを導入したとしても､ 

てコスト抑制が実現するかという点にも疑問は残る｡ 確かに､ カフェテリアプランは

各従業員についてポイントの上限を設定するので､ 理論的にはそのポイントの範
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囲内でコストが固定できるはずである｡ しかし､ 将来にわたっても､ ポイントの上限

を固定し続けることが可能かどうかはわからない｡ 従業員や組合がポイントのアッ

プを要求することは大いにあり得るだろう｡ 

 ｢選択｣ にともなう運営コストの発生も考え

なウエイトを占める法定福利費の上昇への対応としての ｢日本型カフェテリアプラ

ン｣ の効果は､ 限定的なものにとどまると言わざるを得ない｡ 

合わせれば､ 福利厚生費の中で大き

従業員ニーズ多様化への対応としてのカフェテリアプラン 

(1) カフェテリアプランは従業員ニーズの多様化への対応策となるか｡ 

ればいい

のポイントの範囲内ではあるものの､ 従業員が主

がヒアリングしたアメリカ企業の担当者も､ 従業員ニーズ多様化への対応と

(2) ｢日本型カフェテリアプラン｣ と従業員ニーズ多様化との関係 

定外の福利厚

の

いて､ メニューの

 従業員ニーズの多様化に対応するためには､ 多くの施策をとりそろえ

わけだが､ コストとのかねあいを考えると､ 企業としては､ なかなか新たな施策を

導入するわけにはいかない｡ 

 カフェテリアプランでは､ 一定

体的に必要なメニューを選択することができる｡ また､ 企業としても､ ポイントの範

囲内に総コストを押さえつつ､ メニューを増加することも､ 場合によっては可能とな

る｡ 

 筆者

してのカフェテリアプランの効果を､ 高く評価していた｡ 

 日本企業がカフェテリアプランを導入する場合､ 前述のように､ 法

生施策の一部という限定された範囲の中でメニューを設定しなければならない｡ 

また､ 法定福利費が上昇を続ける中､ 法定外の施策を拡大して法定外福利費ま

で上昇させるのは難しい状況にある｡ このような状況のもとで､ 従業員ニーズの

多様化に対応するには､ 企業として相当の工夫が必要になると考えられる｡ 

 カフェテリアプランを既に導入している日本企業の中には､ 従業員のポイント

消化率が半分程度にとどまっている例がある｡ また､ カフェテリアプランに対する

従業員の関心が思ったよりも低いと嘆く福利厚生担当者もいる｡ 

 図表－５に､ 日本における主なカフェテリアプラン導入事例につ

概要を示した｡ いずれの事例も､ 限定された範囲の中で､ 創意に富んだ多くのメ

ニューをとりそろえているが､ これらのメニューが従業員の多様なニーズを満たす

かどうかを判断するには､ 今しばらく時間がかかりそうである｡ 

ニッセイ基礎研 REPORT 1998 年 01 月号 5



 

ニッセイ基礎研 REPORT 1998 年 01 月号 6



｢日本型カフェテリアプラン｣ の目的 

(1) 日本の導入事例におけるカフェテリアプランの目的 

 ここまで､ 法定福利費の上昇への対応､ 従業員ニーズの多様化への対応という

２点にしぼって､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ の目的と効果を考えてきたが､ 実際

にカフェテリアプランを導入している日本企業は､ どのような目的意識をもって､ こ

のプランを導入したのだろうか｡ 

①法定外福利費の上昇への対応と､ 従業員ニーズの多様化への対応 

 カフェテリアプラン導入事例について､ プラン導入の背景・目的等をみると (図表

－５)､ コスト抑制を主眼としてこのプランを導入した事例がみられない一方で､ ほ

とんどの事例で従業員ニーズ多様化への対応が目的としてあげられている｡ ま

た､ 従業員ニーズ多様化への対応と関連して､ ｢従業員の主体的選択｣､ ｢福利厚

生の総額を変えることなくメニューの変更が容易｣ も､ プラン導入の目的とされて

いる｡ 

 その他､ 同プラン導入の目的としてみられるのは､ ｢従業員間の公平性の確

保｣､ ｢企業のアピールやリクルーティングの効果｣ などである｡ また､ 人事制度改

正と同じタイミングで､ あるいは､ 新しい企業づくりのスローガンのもとで､ 同プラ

ンを導入している事例もみられる｡ 

②従業員間の公平性の確保 

 従来型の福利厚生においては､ 例えば､ 仕事が忙しい人はほとんど保養所を利

用できない一方で､ そうでない人は何度でも利用できるなど､ 実態上､ 公平性の

確保が難しい面があった｡ 

 カフェテリアプランでは､ 忙しくて保養所へ行けない人のために他のメニューを用

意することによって､ 一定の公平性確保が可能となる｡ 

 また､ 中途採用など柔軟な雇用を政策として打ち出している西友は､ ｢いつ入社

しても公平な福利厚生｣ を､ カフェテリアプランの導入にともなって実現した｡ 

③企業のアピールやリクルーティングの効果 

で内容が報道されるなど､ 世の中

④新たな企業風土の醸成など 

換を機に､ カフェテリアプランを導入した事例もい

 カフェテリアプランを導入した企業は､ 新聞等

の注目を大いに集めている｡ アメリカから輸入された最新の選択型システムを導

入したということで､ 企業のイメージ・アップはもちろん､ リクルーティング効果も期

待することができるだろう｡ 実際にこれらを第一の目的として､ カフェテリアプラン

を導入した事例もみられる｡ 

 能力主義的な人事制度への転

くつかみられる｡ これは､ 従来の従業員囲い込み型の福利厚生システムよりも､ 

｢従業員の主体的選択｣ を前面に打ち出すカフェテリアプランの方が､ 能力主義

的な人事制度にマッチするという判断によると考えられる｡ 
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 また､ 新しい企業づくりのスローガンのもとでカフェテリアプ

を導入した事例､ 共済会新設にともなってプランを導入した事例､ プラン導入をき

っかけに既存制度の効率性を見直した事例などもみられる｡ 

 このように､ 能力主義的な社風など､ 新たな企業風土を醸成

リアプランを利用したり､ 既存の福利厚生を見直すきっかけとしてプランを活用し

たりする事例は､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ の特徴的な動きとして注目できる｡ 

ランという新システム

するためにカフェテ

(2) 変質・多様化する ｢日本型カフェテリアプラン｣ の目的 

初いわれていたような

テムに一定の評価を下すには､ その導入から最

て

のように変化していくか､ 引き続きその

 今までみてきたとおり､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ は､ 当

法定福利費上昇への対応という点においては､ 限定的効果しか期待できないも

のの､ 従業員ニーズの多様化への対応､ 従業員間の公平性の確保､ 企業のアピ

ールやリクルーティングの効果､ 新たな企業風土の醸成など､ さまざまな目的をも

って各企業で導入されている｡ 

 ある福利厚生担当者は､ シス

低 10 年はかかると言っている｡ カフェテリアプランはもうすぐまる３年を迎える新し

いシステムであり､ その効果を評価するには､ まだ相当な時間を要するだろう｡ 

 本稿では､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ の軌跡をたどり､ ここ３年の動きについ

一定の整理を試みた｡ ｢日本型カフェテリアプラン｣ の目的は変質し､ かつ多様化

しており､まだ模索の段階にあるといえる｡ 

 今後も､ ｢日本型カフェテリアプラン｣ がど

動向に注目していきたい｡ 

 

 

ご意見・ご要望がございましたら、 

ニッセイ基礎研究所生活研究部までお寄せ下さい。  
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